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各　地方本部、単組、総支部執行委員長　様

自治労北海道本部

執行委員長　　山　上　　潔

（公共サービス政策部）
「看護職員の離職防止と労働条件改善を求める署名」

の取り組みについて（依頼）

取り組みの趣旨

自治労衛生医療評議会では看護職員の離職防止、労働環境の改善をめざし、第143回本部中央委員会に「看護職員の離職防止と労働条件改善を求める署名」行動を提起しています。

この間、自治労北海道本部は地域医療確保のために各地本・単組・総支部とともに、各地域において地域医療を確保する取り組みを積極的に行ってきましたが、医師不足、看護師不足など一向に改善する兆しを見せません。そのような中、国は医師不足については、医師養成数の増加などをはかる措置、勤務医の処遇改善に診療報酬の改定をあてるなどの措置を取ってきました。

一方、看護師について、国は少子・高齢化社会における医療提供体制の構築にむけ、2025年の看護職員の需要を1日当り約180～210万人必要と算出し、これらの実現のためには看護職員の離職防止、働き続けられる労働環境の整備が必要不可欠であるとし、厚労省は「看護師等の『雇用の質』の向上のための取り組みについて」の通知を発出しました。
道内の看護師の状況は、平成20年12月末の就業従事届では、平成18年12月末と比較すると、都市部での就業者数は増加の傾向にあるものの、少子化の進行に伴う学生数の減少、看護大学進学者の増加、看護制度の変更など看護職員を取り巻く環境が大きく変化していることもあり、看護師の需給状況は非常に厳しい状況が続いています。
また、道内の病院で勤務する看護職員の離職率は12.7％（H18）、新卒看護師の約９割は病院に就業していますが、就業１年以内の離職率は、7.7％もあります。離職の要因としては、結婚・妊娠・出産・育児・休暇がとりづらいなどが上位を占めますが、夜勤労働を伴う看護師はさらに仕事と家庭の両立が困難になり離職する可能性が高いことなどがあげられます。とりわけ、地方の市町村部での就業者数は減少している傾向にあり、地方の市町村への就業希望者は少なく就職後の離職率も高いなどの状況が見られます。
さらに、平均在院日数の短縮化や医療技術の高度化などとも相まって、夜勤・交代制勤務に従事する看護職員の労働環境は日々厳しさを増している状況にあります。このようなことから、地方のみならず都市部でも看護職場の労働環境は悪化し、医療現場は人員不足による長時間・過密労働となっています。安心・安全な医療提供体制実現には、看護師等の勤務環境の改善なくして、持続可能な医療提供体制や医療安全の確保は望めません。
このことから、自治労北海道本部は看護職員の離職を防止、働き続けられる労働環境の整備などをめざし、「看護職員の離職防止と労働条件改善を求める署名」行動に積極的に取り組み早急に実施するよう本部と連携し厚生労働省に対し要請いたします。
また、「看護職員の離職防止と労働条件改善を求める署名」行動を契機に道本部衛生医療評議会職場の組織強化、臨時・非常勤の組織化を積極的に進めることといたします。
各地本・単組・総支部におきましては、年度初めの忙しい時期とは思いますが、署名行動の成功のため、ご協力をお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１．名　称　　　　　「看護職員の離職防止と労働条件改善を求める署名」

２．実施期間　　　　2012年4月1日～6月30日
３．具体的取組内容　

（１）自治労の取り組み

　　　全単組・総支部　組合員　１人　５筆の署名
　　　
（２）衛生医療評議会の取り組み

　　　なお、上記のうち都市病院（含む道立病院等）職場組合員　１人　１０筆の署名
　　　都市病院等組合員の目標については別紙を参照。
　　　道本部衛生医療評議会幹事会及び各地本評議会での意思統一、周知
　　　道本部衛生医療評議会「全道病院集会」（４/14・15）での意思統一、周知

　　　道本部衛生医療評議会による単組オルグ（予定）
　　　各地本別労働者集会での提起、周知
　　　都市連夏季交流集会（病院分科会）での病院別取組み報告
　　　
（３）その他の取り組み

連合北海道（医療介護対策委員会）病院職場組合員のいる産別に対し別途要請
北海道医療、看護協会など別途要請

（４）その他

　　　本署名については、自治労、ヘルスケア労協との協働の取り組みにつき、自治労たてでの取り組みになりますが、この間の地域医療署名などで築いた各地域で協力いただける関係機関等の協力依頼を積極的にお願いいたします。

４．集約日　　　第一次集約2012年5月31日　　　最終集約　2012年 6月30日

５．目標数　　　道本部目標　２０万筆　　　（全国目標３００万筆）　
　　　　　　　

６．署名用紙　 組合員１人１枚（５人列記）の署名用紙を４月１日より順次送付いたし
ます。また、署名にあたり「就労看護師200万人体制実現に向けた」ポスター・チラシ・クリアファイル、などをお使いください。

７．対　象　　　組合員・家族・知友人、地域住民など

　　　　　　　  

8．集約方法　　 署名用紙については各単組で集約し、【単組毎総括表】に枚数・筆数を記
入添付し、道本部（総合政治政策局公共サービス政策部）に送付して
ください。

（第1次集約：5月31日　　　最終集約：6月30日）

また、【単組毎総括表】については地本にも送付してください。　　　　　　　　　

　　　　　　　　

お問い合わせは、道本部公共サービス政策（担当：居橋、高田）までお願いします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL：011-747-3211　　FAX：011-700-2053　　　

